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第 271号 

令和 3年(2021年) 

12月 21日 

火曜日 

目 次 

規則 
○ 埼玉県屋外広告物条例施行規則の一部を改正する規則（田園都市づくり課） 

告示 
○ 自動車税（種別割）等の収納事務委託に係る告示の一部改正（税務課） 

○ 自動車税（種別割）等の収納事務委託に係る告示の一部改正（税務課） 

○ 川越都市計画生産緑地地区の変更に係る図書の写しの縦覧（みどり自然課） 

○ 大規模小売店舗の変更に関する公示（商業・サービス産業支援課） 

○ 荒川中部土地改良区の役員退任届（大里農林振興センター） 

○ 測量法に基づく公共測量の実施（用地課） 

○ 測量法に基づく公共測量の実施（用地課） 

○ 雨水流出抑制施設の告示（河川砂防課） 

○ 県道東伴場地男衾停車場線の区域の変更（熊谷県土整備事務所） 

○ 不在者投票を行うことができる施設の指定（選挙管理委員会） 

 

 



規

則 

埼
玉
県
屋
外
広
告
物
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。 

令
和
三
年
十
二
月
二
十
一
日 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

埼
玉
県
規
則
第
八
十
号 

 
 

埼
玉
県
屋
外
広
告
物
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

埼
玉
県
屋
外
広
告
物
条
例
施
行
規
則
（
昭
和
五
十
年
埼
玉
県
規
則
第
五
十
三
号
）
の
一
部
を
次

の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

第
十
四
条
の
三
第
一
項
中
「
書
面
」
の
下
に
「
及
び
次
項
第
一
号
に
規
定
す
る
書
類
」
を
加
え
、

同
条
第
三
項
を
削
る
。 

第
十
四
条
の
六
第
二
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

２ 

条
例
第
二
十
三
条
の
五
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
条
例
第
二
十
三
条
の
二
第
二
項
に
規
定

す
る
書
面
並
び
に
次
項
第
三
号
及
び
第
四
号
（
第
十
四
条
の
三
第
二
項
第
一
号
の
書
類
に
限
る
。
）

に
規
定
す
る
書
類
の
様
式
は
、
様
式
第
十
二
号
の
二
の
と
お
り
と
す
る
。 

第
十
四
条
の
六
第
三
項
第
四
号
中
「
又
は
」
を
「
及
び
」
に
改
め
る
。 

様
式
第
十
二
号
及
び
様
式
第
十
二
号
の
二
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

                 



様式第１２号（第１４条の２関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第一面） 

 

                             年  月  日 

（宛先） 

        埼玉県知事 

                  住所 

                  氏名 

                   法人にあつては主たる事務所の所在 

                   地、商号又は名称及び代表者の氏名 

                   担当者名（         ） 

                   電話番号（         ） 

 

屋 外 広 告 業 登 録 申 請 書 

屋外広告業の登録を受けたいので、埼玉県屋外広告物条例第２３条の２第１ 

項の規定により、関係書類を添えて、次のとおり申請します。 

登 録 の 種 類  
新規 

更新 

※登録番号 埼広（  ）第    号 

※登録年月日        年  月  日 

※登録有効期間 年 月 日から  年 月 日まで 

フリ         ガナ 
氏        名 
及び生年月日 

 

法人にあつては商号 

又は名称、代表者の 

氏名及び生年月日消 

 

 

 

 

生年月日      年  月  日 

法人・個人の別  １ 法人  ２ 個人  

住 所 

法人にあつては主た 

る事務所の所在地消 

郵便番号（   －    ） 
 
電話番号（   ）   －     

主たる業務の内容  

 

下記の枠内は記入しないでください。 

受付欄 決裁欄 手数料 

      

      

 

収入証紙 
 

貼付欄 



（第二面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 埼玉県の区域内

（指定都市及び中 

核市の区域を除く。）

において営業を行

う営業所の名称及

び所在地 

営業所の 

名 称
フ リ ガ ナ

 

営 業 所 の 所 在 地  

（ 郵 便 番 号 ） 
電話番号 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

２ 業務主任者の氏

名、資格及び所属

する営業所の名称 

所属 

営業所名 
業務主任者の氏名

フリガナ

 

資格名及び 

交付番号等 
摘 要 

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

３ 法人である場合

の役員（業務を執

行する社員、取締

役、執行役又はこ

れらに準ずる者。

以下同じ。）の職

名及び氏名 

職    名 氏
フリ

    名
ガナ

 

  

  

  

  

４ 未成年者である

場合の法定代理人

の氏名、商号又は

名称及び住所 

氏名
フリガナ

及び 

生年月日 

 

 
法人にあつて 
は商号又は名 
称、代表者の 

氏名及び生年 
月日消す消す 

 

 

 

 

 

 

生年月日      年  月  日 

法人・個人の別  １ 法人  ２ 個人  

住所 

 
法人にあつて 
は主たる事務 
所の所在地消 

郵便番号（   －    ） 

 
 

電話番号（   ）  － 

 



（第三面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 法定代理人が法

人である場合のそ

の役員の職名及び

氏名 

職    名 氏
フリ

    名
ガナ

 

  

  

  

  

６ 他の地方公共団

体における登録 

登録を受けた

地方公共団体

名消す消す消 

登録・特例 

届出の別 

登 録 

（届出） 

年月日 

登 録 

（届出） 

番 号 

 
登  録 

特例届出 
  

 
登  録 

特例届出 
  

 
登  録 

特例届出 
  

 
登  録 

特例届出 
  

 
登  録 

特例届出 
  

７ 所属する屋外広

告業の事業者団体 
 

注 １ ※印のある欄には新規登録の場合、記入しないこと。 

   ２ 「新規 更新」及び「法人・個人の別」については、それぞれ該当す 

るものを〇で囲むこと。 

   ３ 「登録・届出の別」について記入する場合には、該当するものを〇で 

囲むこと。 

   ４ 各欄において、全てを記入できない場合には、適宜、用紙を追加して 

記入すること。 

   ５ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ６ 業務主任者の「資格名及び交付番号等」欄には、屋外広告士、講習会 

修了者、職業訓練指導員、技能士等の別及び交付番号等を記入すること。 

   ７ 「埼玉県の区域内において営業を行う営業所の名称及び所在地」欄に 

は、埼玉県の区域内で屋外広告業を行う営業所を全て記入すること。 

   ８ 「※登録有効期間」、「申請者の生年月日」、「主たる業務の内容」及び 

「他の地方公共団体における登録」欄の全部又は一部の記入は省略する 

ことができる。 

 

 



様式第１２号の２（第１４条の３、第１４条の６関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

誓  約  書 
 
 
 

登録申請者、その役員及び法定代理人（法定代理人が法人である場合には

その役員を含む。）は、埼玉県屋外広告物条例第２３条の４第１項各号に該

当しない者であることを誓約します。 

 

 

                           

 

                           年  月  日 

                     申請者  
 
 
 
 
 
 
 

（宛先） 
       埼玉県知事  
 

 



様
式
第
十
二
号
の
三
及
び
様
式
第
十
二
号
の
四
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 

様
式
第
十
四
号
及
び
様
式
第
十
五
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 

                             

様
式
第
十
二
号
の
三
及
び
様
式
第
十
二
号
の
四

 
削
除

 



様式第１４号（第１４条の６関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第一面） 

  

年  月  日  

（宛先） 

        埼玉県知事  

                  住所 

                  氏名 

                   法人にあつては主たる事務所の所在 

                   地、商号又は名称及び代表者の氏名 

                    担当者名（         ） 

                    電話番号（         ） 

 

屋 外 広 告 業 登 録 事 項 変 更 届 出 書 

埼玉県屋外広告物条例第２３条の５第１項の規定により、次のとおり届出を 

します。 

登録番号 埼広（  ）第    号 

登録年月日 年  月  日 

フリ         ガナ 
氏    名 

及び生年月日 
法人にあつては商号又は  

名称、代表者の氏名及び  

生年月日消す消す消す消  

 

 

 

生年月日      年  月  日 

法人・個人の別  １ 法人  ２ 個人 

住 所 

法人にあつては主たる事  

務所の所在地消す消す消 

郵便番号（   －    ） 

 

電話番号（   ）   －     

変更に係る事項 変更前 変更後 変更年月日 

１  商号、名称又は
氏名及び住所 
法人にあつては商号又  

は名称、代表者の氏名  

及び主たる事務所の所  

在地  
 

 

 
  

２ 
 

 営業所の名称及
び所在地 

 
  

３ 役員の氏名    
４  法定代理人の氏
名及び住所 
法人にあつては商号又  

は名称、代表者の氏名  

及び主たる事務所の所  

在地並びに役員の氏名  
 

 
  

  



（第二面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５            業務主任者の氏
名及び所属する営
業所の名称 

   

変更理由  

注 １ 「法人・個人の別」、「変更に係る事項」については、いずれか該当す 

るものを〇で囲むこと。 

   ２ 各欄において、全てを記入できない場合には、適宜、用紙を追加して 

記入すること。 

   ３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

４ 「生年月日」及び「変更理由」欄の全部又は一部の記入は省略するこ 

とができる。 

 下記の枠内は記入しないでください。 

受付欄 決裁欄 

      

     

 



様式第１５号（第１４条の７関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年  月  日  

（宛先） 

        埼玉県知事  

                  住所 

                  氏名 

                   法人にあつては主たる事務所の所在 

                   地、商号又は名称及び代表者の氏名 

                                   

屋 外 広 告 業 廃 業 等 届 出 書 

埼玉県屋外広告物条例第２３条の７第１項の規定により、次のとおり届出を 

します。 

登録番号 埼広（  ）第    号 

登録年月日 年  月  日 

フリ         ガナ 
氏    名 

及び生年月日 

 

法人にあつては商号 

又は名称、代表者の 
氏名及び生年月日消 

 

 

 

 

生年月日      年  月  日 

法人・個人の別  １ 法人  ２ 個人  

住    所 

 

法人にあつては主た 
る事務所の所在地消 

郵便番号（   －    ） 

 

 

電話番号（   ）   －     

届出の理由 
１ 死亡   ２ 合併による消滅   ３ 破産 

４ 解散   ５ 廃止 

届出理由の生じた日 年  月  日 

屋外広告業者と 

届出人との関係 

１ 相続人  ２ 元代表役員  ３ 破産管財人 

４ 清算人  ５ 本人 

注 １ 「法人・個人の別」、「届出の理由」及び「屋外広告業者と届出人との 

関係」については、それぞれ該当するものを〇で囲むこと。 

２ 「生年月日」欄の記入は省略することができる。 



様
式
第
十
六
号
及
び
様
式
第
十
九
号
中
「 

 
 

」
を
「 

 

」
に
、 

 
 

 
 

 

を

「 
 

 
 

 

」
に
、
「 

 
 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」
に
、
「 

 

 
 

 
 

 
 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」
に
改
め
る
。 

 

様
式
第
二
十
四
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

                            

あ
て
先

 
宛
先

 
「
上
半
身
を
」

 

顔
を
中
心
に

 
５
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル

 
４
．
５
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル

 
４
セ

 

ン
チ
メ
ー
ト
ル

 
３
．
５
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル

 



様式第２４号（第２２条関係） 

（第１面） 

第   号 

立入検査等をする職員の携帯する身分を示す証明書 

 

職  名 

氏  名 

 

生年月日   年  月  日生 

    年  月  日交付 

    年  月  日限り有効 

   埼玉県知事        □印  

 

 

                （第２面） 

 この証明書を携帯する者は、下表に掲げる法令の条項のうち、該当の有無の欄に丸

印のある法令の条項により立入検査等をする職権を有するものです。 

法 令 の 条 項 該当の有無 

  

  

  

  

  

  

  

 

２ 法令の条項の欄に、この証明書を使用して行う立入検査等に係る法令

の条項を記載すること。 

３ 該当の有無の欄に、立入検査等をする職権を有する場合は「〇」を、

有しない場合は「－」を記載すること。 

４ 記載する法令の条項の数に応じて、行を適宜追加すること。第２面に

ついては、その全部又は一部を裏面に記載することができる。 

５ 裏面には、参照条文を記載することができる。 

写 

真 

（備考） １ この証明書は、用紙１枚で作成することとする。 



附 

則 

（
施
行
期
日
） 

１ 
こ
の
規
則
は
、
令
和
四
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 

（
経
過
措
置
） 

２ 

こ
の
規
則
に
よ
る
改
正
前
の
埼
玉
県
屋
外
広
告
物
条
例
施
行
規
則
に
定
め
る
様
式
に
よ
る
用 

 

紙
は
、
当
分
の
間
、
所
要
の
調
整
を
し
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

３ 

こ
の
規
則
の
施
行
の
際
現
に
交
付
さ
れ
て
い
る
改
正
前
の
埼
玉
県
屋
外
広
告
物
条
例
施
行
規

則
様
式
第
二
十
四
号
に
よ
る
身
分
証
明
書
は
、
改
正
後
の
埼
玉
県
屋
外
広
告
条
例
施
行
規
則
様

式
第
二
十
四
号
に
よ
る
身
分
証
明
書
と
み
な
す
。 

 
 

          



 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
を
削
る
。 

表
中 

告

示 

埼
玉
県
告
示
第
千
三
百
六
十
九
号 

 
令
和
三
年
埼
玉
県
告
示
第
五
百
七
十
五
号
（
自
動
車
税
（
種
別
割
）
等
の
収
納
事
務
委
託
に
係

る
告
示
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
し
、
令
和
四
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

令
和
三
年
十
二
月
二
十
一
日 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

 
 

 

「 

   
 

 
 

 
 

 
 

   
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

   
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

   
 

」 

      

 

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
一
丁
目
一

番
一
号 

国
分
グ
ロ
ー
サ
ー
ズ
チ
ェ
ー
ン
株

式
会
社 

代
表
取
締
役 

横
山 

敏
貴 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 



 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
を
削
る
。 

表
中 

告

示 

埼
玉
県
告
示
第
千
三
百
七
十
号 

 
令
和
三
年
埼
玉
県
告
示
第
七
百
五
十
一
号
（
自
動
車
税
（
種
別
割
）
等
の
収
納
事
務
委
託
に
係

る
告
示
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
し
、
令
和
四
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

令
和
三
年
十
二
月
二
十
一
日 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

 
 

 

「 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

   
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

   
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

   
 

」 

       

 

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
一
丁
目
一

番
一
号 

国
分
グ
ロ
ー
サ
ー
ズ
チ
ェ
ー
ン
株
式

会
社 

代
表
取
締
役 

横
山 

敏
貴 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 



告 
 

示 

埼
玉
県
告
示
第
千
三
百
七
十
一
号 

 
日
高
市
か
ら
川
越
都
市
計
画
生
産
緑
地
地
区
の
変
更
に
係
る
図
書
の
写
し
の
送
付
を
受
け
た
の

で
、
都
市
計
画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
二
十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同

法
第
二
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
当
該
図
書
の
写
し
を
埼
玉
県
環
境
部
み
ど
り
自
然
課
に
お

い
て
縦
覧
に
供
す
る
。 

 
 

令
和
三
年
十
二
月
二
十
一
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
千
三
百
七
十
二
号 

 
大
規
模
小
売
店
舗
立
地
法
（
平
成
十
年
法
律
第
九
十
一
号
）
第
六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届

出
の
概
要
等
に
つ
い
て
、
同
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り

公
告
し
、
及
び
当
該
届
出
等
を
次
の
と
お
り
縦
覧
に
供
す
る
。 

 
 

令
和
三
年
十
二
月
二
十
一
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

一 

届
出
の
概
要
等 

 

イ 

大
規
模
小
売
店
舗
の
名
称
及
び
所
在
地 

 
 

 

西
友
蒲
生
伊
原
店 

埼
玉
県
越
谷
市
伊
原
一
丁
目
四
番
一
号 

 

ロ 

変
更
の
概
要 

駐
車
場
の
位
置
及
び
収
容
台
数 

（
変
更
前
）
位
置 

図
面
省
略 

収
容
台
数 

一
○
五
台 

（
変
更
後
）
位
置 

図
面
省
略 

収
容
台
数 

六
三
台 

 
 

 

来
客
が
駐
車
場
を
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
帯 

 
 

 

（
変
更
前
）
駐
車
場 

午
前
〇
時
か
ら
翌
午
前
〇
時 

 
 

 
 

 
 

 
 

隔
地
駐
車
場 

午
前
十
時
か
ら
午
後
十
時 

 
 

 

（
変
更
後
）
駐
車
場 

午
前
〇
時
か
ら
翌
午
前
〇
時 

 
 

 

駐
車
場
の
自
動
車
の
出
入
口
の
数
及
び
位
置 

 
 

 

（
変
更
前
）
出
入
口
の
数 

五
か
所 

位
置 

図
面
省
略 

 
 

 

（
変
更
後
）
出
入
口
の
数 

三
か
所 

位
置 

図
面
省
略 

 
 

 

 

ハ 

変
更
年
月
日 

 
 

 

令
和
四
年
八
月
十
一
日 

 

ニ 

届
出
年
月
日 

 
 

 

令
和
三
年
十
二
月
十
日 

二 

縦
覧
期
間 

 
 

令
和
三
年
十
二
月
二
十
一
日
か
ら
令
和
四
年
四
月
二
十
一
日
ま
で 

三 

縦
覧
場
所 

 
 

埼
玉
県
産
業
労
働
部
商
業
・
サ
ー
ビ
ス
産
業
支
援
課 

 
 

埼
玉
県
東
部
地
域
振
興
セ
ン
タ
ー 

四 

意
見
書
の
提
出 

 
 

大
規
模
小
売
店
舗
立
地
法
第
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
当
該
大
規
模
小
売
店
舗
の
周
辺 

 

の
地
域
の
生
活
環
境
の
保
持
の
た
め
配
慮
す
べ
き
事
項
に
つ
い
て
意
見
を
有
す
る
者
は
、
県
に 



 

対
し
、
意
見
書
の
提
出
に
よ
り
、
こ
れ
を
述
べ
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

イ 

意
見
書
提
出
期
間 

 
 

 

令
和
三
年
十
二
月
二
十
一
日
か
ら
令
和
四
年
四
月
二
十
一
日
ま
で 

 

ロ 
意
見
書
提
出
先 

 
 

 

埼
玉
県
産
業
労
働
部
商
業
・
サ
ー
ビ
ス
産
業
支
援
課 



告 
 

示 

埼
玉
県
告
示
第
千
三
百
七
十
三
号 

 
土
地
改
良
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
九
十
五
号
）
第
十
八
条
第
十
七
項
の
規
定
に
よ
り
、 

荒
川
中
部
土
地
改
良
区
か
ら
役
員
を
退
任
し
た
者
の
氏
名
及
び
住
所
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
届

出
が
あ
っ
た
。 

 
 

令
和
三
年
十
二
月
二
十
一
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

 

職
名 

 

氏 

名 
 

 
 

 
 

住 

所 

 

理
事 

 

小 

池 

孝
一
郎 

 
埼
玉
県
深
谷
市
武
蔵
野
千
八
百
七
十
八
番
地 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
千
三
百
七
十
四
号 

 
測
量
計
画
機
関
で
あ
る
日
高
市
か
ら
次
の
と
お
り
公
共
測
量
を
実
施
す
る
旨
の
通
知
を
受
け
た

の
で
、
測
量
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
八
十
八
号
）
第
三
十
九
条
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法

第
十
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
公
示
す
る
。 

 
 

令
和
三
年
十
二
月
二
十
一
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

一 

測
量
計
画
機
関 

 
 

日
高
市 

二 

作
業
種
類 

 
 

公
共
測
量
（
デ
ジ
タ
ル
航
空
写
真(
地
上
画
素
寸
法
十
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
内)

） 

三 

作
業
地
域 

 
 

日
高
市
全
域(

四
十
七
・
四
八
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル)

 

四 

作
業
期
間 

 
 

令
和
三
年
十
二
月
二
十
二
日
か
ら
令
和
四
年
三
月
十
八
日
ま
で 

 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
千
三
百
七
十
五
号 

 
測
量
計
画
機
関
で
あ
る
狭
山
市
か
ら
次
の
と
お
り
公
共
測
量
を
実
施
す
る
旨
の
通
知
を
受
け
た

の
で
、
測
量
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
八
十
八
号
）
第
三
十
九
条
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法

第
十
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
公
示
す
る
。 

 
 

令
和
三
年
十
二
月
二
十
一
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

一 

測
量
計
画
機
関 

 
 

狭
山
市 

二 

作
業
種
類 

 
 

公
共
測
量(

カ
ラ
ー
航
空
写
真(

地
上
画
素
寸
法
十
四
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル)

)
 

三 

作
業
地
域 

 
 

狭
山
市
全
域 

四 

作
業
期
間 

 
 

令
和
三
年
十
二
月
二
十
日
か
ら
令
和
四
年
三
月
三
十
一
日
ま
で 

 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
千
三
百
七
十
六
号 

 
次
の
雨
水
流
出
抑
制
施
設
は
、
埼
玉
県
雨
水
流
出
抑
制
施
設
の
設
置
等
に
関
す
る
条
例
（
平
成

十
八
年
埼
玉
県
条
例
第
二
十
号
）
第
五
条
第
一
項
の
規
則
で
定
め
る
技
術
的
基
準
に
適
合
す
る
と

認
め
た
の
で
、
告
示
す
る
。 

 
 

令
和
三
年
十
二
月
二
十
一
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

一 

許
可
番
号 

 
 

第
二
〇
二
〇
―
四
―
三
号 

二 

雨
水
流
出
抑
制
施
設
の
敷
地
で
あ
る
土
地
の
区
域 

 

埼
玉
県
和
光
市
本
町
四
千
八
百
三
十
五
―
五
、
四
千
八
百
三
十
五
―
十
二
、 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

四
千
八
百
三
十
五
―
十
三
、
四
千
八
百
三
十
五
―
十
四 

 
 

 
 

 
 

 
 

広
沢
二
千
六
百
六
十
―
四
、
二
千
六
百
六
十
―
三
十
一
、 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

二
千
六
百
六
十
―
三
十
二
、
二
千
六
百
六
十
―
三
十
三
、 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

二
千
六
百
六
十
―
三
十
四 

三 

雨
水
流
出
抑
制
施
設
の
容
量 

 
 

容
量 

百
四
十
三
・
六
六
立
方
メ
ー
ト
ル 

 
 

 



告

示 

埼
玉
県
熊
谷
県
土
整
備
事
務
所
長
告
示
第
四
号 

 
道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
道
路
の

区
域
を
次
の
よ
う
に
変
更
す
る
。 

 

そ
の
関
係
図
面
は
、
令
和
三
年
十
二
月
二
十
二
日
か
ら
三
十
日
間
埼
玉
県
県
土
整
備
部
道
路
環

境
課
及
び
埼
玉
県
熊
谷
県
土
整
備
事
務
所
に
お
い
て
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る
。 

 
 

令
和
三
年
十
二
月
二
十
一
日 

埼
玉
県
熊
谷
県
土
整
備
事
務
所
長 

小 

高 
 

 

巌 
 

 
 

一 

道
路
の
種
類 

県
道 

二 

路 

線 

名 

東
伴
場
地
男
衾
停
車
場
線 

三 

道
路
の
区
域 



 

新 旧 

旧 

新 

別 

大
里
郡
寄
居
町
大
字
富
田
字
間
ノ
田
千
八
百

番
五
地
先
か
ら 

同
町
大
字
富
田
字
間
ノ
田
千
七
百
九
十
五
番

一
地
先
ま
で 

大
里
郡
寄
居
町
大
字
富
田
字
伊
勢
原
千
七
百

三
十
五
番
一
地
先
か
ら 

同
町
大
字
富
田
字
伊
勢
原
千
七
百
三
十
九
番

一
地
先
ま
で 

区 
 
 
 

間 

   

十
六
・
〇
〇
～
二
二
・
五
〇 

     

五
・
八
五
～
一
二
・
一
二 

  

敷
地
の
幅
員 

（
メ
ー
ト
ル
） 

六
三
・
二
〇 

一
〇
六
・
五
〇 

延 
 

長 

（
メ
ー
ト
ル
） 

 

旧
道
は
寄
居
町
に
引
き
継
ぐ
。 

備 

 

 

考 



告

示 
埼
玉
県
選
管
告
示
第
八
十
八
号 

 

公
職
選
挙
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
五
年
政
令
第
八
十
九
号
）
第
五
十
五
条
第
二
項
及
び
第
四
項 

第
二
号
（
他
の
政
令
に
お
い
て
準
用
し
、
又
は
例
に
よ
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
不
在
者 

投
票
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
施
設
を
次
の
と
お
り
指
定
し
た
。 

 
 

令
和
三
年
十
二
月
二
十
一
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
選
挙
管
理
委
員
会
委
員
長 

岡 

田 

昭 

文 
 

 
 

  

老
人
ホ
ー
ム 

老
人
ホ
ー
ム 

種 
 

別 

社
会
福
祉
法
人
相
愛
福
祉
会 

住
宅
型
・
介
護
付
有
料
老
人
ホ
ー
ム
羽
沢
ナ

ー
シ
ン
グ
ホ
ー
ム 

社
会
福
祉
法
人
親
愛
会 

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
み
ど
り
の
ま
ち
親
愛 

施
設
の
開
設
主
体
及
び
名
称 

埼
玉
県
富
士
見
市
羽
沢
三
丁
目
一
番

二
十
七
号 

埼
玉
県
川
越
市
中
台
南
二
丁
目
十
五

番
地
十 

所 
 

在 
 

地 
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